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【農村整備課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

ほ場整備事業事 務 事 業 名

１ 趣旨
◎ほ場整備事業（経営体育成基盤整備事業）

農地の有効利用と効率的かつ安定的な経営体（担い手）の育成を図るため、担い手へ
の農地利用集積促進等を条件に、区画整理などの生産基盤の整備等を実施する。

２ 事業概要
（１）経営体育成基盤整備事業（ハード事業）

事業の内容 実施要件 補助率(%) 実施地区数

区画整理 ・受益面積 20ha以上 経営体育成型 国：50、55 地区（ ） ７

農業用用排水施設 10ha以上 中山間地域型 県：27.5（ ）

農道 ・担い手への一定割合以上の農地集積

暗渠排水

客土

上記に関連のある生産基盤・生活環境整備

耕地利用高度化推進 営農上支障となる湧水処理等の条件整

備

（２）経営体育成促進事業（ソフト事業）

事業の内容 実施要件 補助率(%) 実施地区数

高度土地利用調整事業 ・高度経営体等の育成 国：50、55 地区６

農業経営高度化促進事業 ・高度経営体等へ一定割合以上の農 県：0～50

地集積

・高度経営体等へ一定割合以上の面

的農地集積

３ 事業実施主体
（１）県
（２）県、市町村、土地改良区

４ 予算額
経営体育成基盤整備等事業 ８４３，００６千円
経営体育成促進事業 ２８，８５０千円
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【農村整備課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生活基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ４ 都市・農山漁村空間の保全・整備

事 務 事 業 名 農村地域の定住条件の整備事業

１ 趣旨
◎中山間地域総合整備事業

農業の生産条件や生活環境条件等が不利な中山間地域において、地域の立地条件に即
した生産基盤や農村環境等の整備を一体的・総合的に行い、中山間地域が持っている多

面的な機能を活かした農業の振興と、活力ある農村づくりの促進を図る。

２ 事業概要
（１）対象地域

過疎、振興山村、離島等の法令指定を受けている市町村、又はこれらに準ずる市

町村であって、林野率が50%かつ傾斜度1／100以上の農用地面積が50%以上を占めて
いる地域。

（２）事業の内容

農業生産基盤整備事業（用排水施設、農道、ほ場整備、農地防災、暗渠排水等）
や、農村生活環境整備事業（集落道、防災安全施設）など。

区分 事業主体 実施要件 補助率(%) 実施地区数
県営 県 農業生産基盤整備 国：55(離島：60) 地区７

に係る受益面積が 県：30～0
60ha以上

３ 事業実施主体
県

４ 予算額
中山間地域総合整備事業 １，１８６，５００千円
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【農村整備課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生活基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ５ 居住環境づくり

事 務 事 業 名 農業集落排水事業

１ 趣旨
◎農業集落排水事業

農業集落におけるし尿、生活雑排水を処理する施設や循環利用を目的とした施設を整
備し、農業用用排水や公共用水域の水質保全、農業用用排水施設の機能維持、農村生活

環境の改善を図る。

２ 事業概要
（１）事業の内容

①農業振興地域内の農業集落を対象とした管路施設、汚水処理施設、及びこれに付帯
する施設の整備

②処理施設に併せ汚泥・処理水再利用のための資源循環施設の整備
③すでに供用開始されている農業集落排水施設の改善・高度処理追加・施設機能回復

（２）実施地区数 ８地区

（３）補助率 国：50%
県：後年度に県交付金により支援

（４）県交付金

生活排水処理普及促進交付金（下水道推進課から交付）
（目 的）生活排水処理の一層の普及促進

・平成21年度末の汚水処理人口普及率が、同県平均普及率の70.4%（内 容）

未満である市町村
・平成23年度から平成27年度までに実施する処理区
・事業実施の翌年度から5年分割で交付

（交付率）国庫補助事業等は市町村実負担分の30%を、単独事業は同12%を交付

３ 事業実施主体
市町村

４ 予算額
農業集落排水事業費 １１５，８５０千円
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【農村整備課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生活基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ６ 地域コミュニティの維持・再生

事 務 事 業 名 多面的機能支払交付金事業

１ 趣旨
◎多面的機能支払交付金
農業・農村の多面的機能の維持・発揮のため、地域共同で行う農地法面の草刈りや水路の

泥上げ等の多面的機能を支える活動及び水路・農道等の軽微な補修や農村環境保全活動など

の質的向上を図る活動、水路・農道等の長寿命化を行う活動等に対して支援を行う。

２ 事業概要
○農地維持支払交付金
①実施期間 平成２６年度～
②支援の対象 集落などの一定のまとまりを持った地域において、農業者のみ又は農業

者と非農業者で構成された組織
③支援の内容 農地法面の草刈りや水路の泥上げ等地域資源の基礎的保全活動や農村の

活動に構造変化に対応した体制の充実・強化等、多面的機能を支える共同

交付対して、対象となる地域の農地面積（地目毎）に応じて交付金を
＜支援交付金＞

地目 交付単価 負担割合

田 3,000円/10a 国 ：1/2

畑 2,000円/10a 県 ：1/4

草地 250円/10a 市町村：1/4

○資源向上支払交付金
①実 施 期 間 平成２６年度～
②支援の対象 集落などの一定のまとまりを持った地域において、農業者と非農業者で

構成された組織。但し、長寿命化は農業者のみでも可
③支援の内容 対象となる地域の農地面積（地目毎）に応じて交付金を交付

共同活動：水路等の軽微な補修、農村環境保全、多面的機能増進等の活動

長寿命化：水路・農道等の長寿命化を行う活動

＜支援交付金＞
交付単価

地目 負担割合地域資源の質 施設の長寿命化のた

的向上を図る めの活動 広域活動組織の取組への支援

共同活動※

田 2,400円/10a 4,400円/10a 広域活動組織の設立 国 ：1/2

畑 1,440円/10a 2,000円/10a 40万円／組織 県 ：1/4

草地 240円/10a 400円/10a 保全プランの策定50万円／組織 市町村：1/4

※農地・水保全管理支払（共同活動）又は資源向上支払（共同活動）に５年以上取り組む組織

及び施設の長寿命化に取り組む組織は０.７５を乗じた単価を適用

３ 事業実施主体
農業者又は農業者と非農業者等で構成する活動組織・広域活動組織

４ 予算額
農地維持支払交付金 ４７９，９７７千円
資源向上支払交付金 ７３９，１６４千円
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【農村整備課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事務事業名 予 算 額 事 業 概 要 事業実施主体

◎しまねの農地 29,200 ■耕作放棄地再生利用緊急対策として 県協議会千円
再生・利活用 実施される基盤整備等に対して支援 地域協議会
促進事業 を行う

○事業内容
耕作放棄地再 ①重機を用いて行う等の再生作業
生利用緊急対 ②基盤整備（農業用用排水施設、農

、 、 、 ）策基盤整備等 道 暗渠排水 客土 区画整理等
事業 ③小規模基盤整備（農業用用排水施

設、農道、暗渠排水）
④鳥獣被害防止施設整備
○補助率
①、②
国 ５０％
県 ２５％（市町村と同額）

③国25,000円/10a
県12,500円/10a（市町村と同額）

④県 ５０％

県営農業基盤 87,150 ■地域の実情に応じた迅速かつきめ細 県◎ 千円
整備促進事業 やかな農地・農業水利施設等の整備

を実施
○事業内容
用排水路、暗渠排水、土壌改良
区画整理、農作業道等
○実施要件
①総事業費２００万円以上
②受益者数２者以上
③ほ場整備の実施履歴があり、受益
地の過半を占めていること

④受益地の過半が担い手へ集積され
ていること

⑤受益地が営農上のつながりがある
範囲内にあること

○補助率
国 基本50%(5法指定、離島55%)
県 27.5%

○実施地区 ４地区
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【農村整備課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事務事業名 予 算 額 事 業 概 要 事業実施主体

農地環境整備 288,225 ■耕作放棄地の整理統合による計画的 県◎ 千円
事業 な土地利用と優良農地の保全にかか

る整備を実施
○事業内容

（ 、①農業生産基盤整備事業 区画整理
用排水路、農道、暗渠排水等）

②保全管理等事業（保全区域の管理
必要な用地整備、生態系保全施設
整備等）

○補助率
国 55%(離島60%)
県 30%

○実施地区 ５地区


